
令和５年度 IoT･AI人材育成事業  

業務委託仕様書  

 

 

委託者群馬県立群馬産業技術センター（以下「甲」という）と受託者（以下「乙」という）が

実施する「令和５年度 IoT･AI 人材育成事業」の仕様を次のとおり定める。 

 

１ 業務名称 

令和５年度 IoT･AI 人材育成事業 

（デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイプ）（内閣府所管）事業） 

 

２ 業務目的 

社会構造の急激な変化に伴い、群馬県内企業はデジタル技術を活用した生産性・品質の向

上、事業構造の変革に取り組む必要性が高まっている。 

しかし、群馬県内においては、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の必要性は感

じているものの、コスト負担、ノウハウ不足や人材不足といった課題から、ハードルが高く

効果的なデジタル技術の導入が進んでいない企業もある。 

そこで、既存の IoT 製品の特徴や活用法を正しく理解したリテラシーの高い人材を育成す

るため、座学と実習を組み合わせた、実践的な人材育成講座を実施する。 

 

３ 業務内容 

乙に委託する業務内容は以下のとおりとし、乙はプロポーザル時の「企画提案書」及びそ

の後の打合せ事項等を踏まえ、以下の事項を遂行することとする。 

なお、業務実施にあたり、必要と思われる事項について、この仕様書に定めがない場合は、

別途甲と協議の上、決定することとする。 

（１）人材育成講座の企画・運営 ※詳細は「４ 講座内容」参照 

（２）講師の選定、調整 

（３）講座資料の作成・印刷 

（４）会場の設営、撤去 

（５）講座開催に伴う経費支出（広報用チラシデザイン作成を含む※） 

（６）その他プログラムの企画・運営に必要な事項 

（７）実績報告書の作成（様式任意） 

※チラシの印刷・配布は甲が行うので、データで納品すること。なお、受講者募集も

甲が行うが、乙においても積極的な集客に努めること。 

 

４ 講座内容 

乙は、講座構成等について、甲の指示に基づき実施しなければならない。主な項目は以下

のとおりとする。 

（１）日程 

令和５年９月１日から令和６年１月３１日までの期間とする。 

※詳細な日程は甲と協議の上、決定すること。なお、社会情勢を勘案し、開催期間の調整や開

催形式（対面からオンラインへ）の変更等を行う場合がある。 

（２）開催場所 

群馬県立産業技術センター（予定） 

※上記の場所で開催する場合、乙の費用負担は無いものとする。 

通信環境は整備されていないため、必要な場合は、乙が準備すること。 

※講座は対面形式ではなく、オンライン形式での実施も可とする。 

（３）講座構成 



以下の参考例を念頭に、座学のみではなく、実習やグループワーク含んだ実践的な知

識・技術の習得が可能となる構成を提案すること。 

講座の形式 内 容 

座学 ・IoT の基礎知識を習得する。 

・IoT 導入の成功例、失敗例を学び、成功させるためのポイン

トを理解する。 

実習 ・IoT デバイスを活用したハンズオンでデータ収集を体験し、

システムに対する理解を深める。 

・収集したデータの活用方法を学習する。 

グループワーク 

または個別ワーク 

グループワーク：（主に製造業で）実際に起こりうる実践的な

課題をグループで解決する。 

個別ワーク：各々の参加者が、実際に自社で起こっている課

題を解決する。 

成果発表 ①課題、②導入内容、③成果の観点から、上記グループワーク

または個別ワークの実施結果を発表する。 

（４）講座対象 

   群馬県内の中小企業に勤務し、基本的な PC スキルを有する者。 

（５）講座到達目標 

IoT に関し、各デバイスの特徴、活用法、事例等の知見を深め、 

①自社が抱える課題に対し、適切な IoT デバイス・サービス・システムを選択 

②導入した IoT デバイス・サービス・システムを徹底活用し、業務効率化が可能とな

ること。 

（６）講座時間 

講座１回あたりの時間は、１２０～２４０分を原則とする。ただし、実演・実習等を伴うもの

および講師の意向が別にある場合はこの限りではない。 

（７）講座回数 

各講座形式で最低でも各１回ずつは実施すること。 

（８）講座受講者数 

２５名程度 

（９）講座受講料 

実習に係る実費相当額（上限：15,000 円/人）を受講料として徴収することを認める。  

ただし、受講料の使途内訳明細を甲に報告すること。 

（10）講座講師 

各講座の分野における専門家又は技術者等 

 

５ 委託費用 

契約金額は、本事業の遂行に直接必要な経費及び事業成果の取りまとめに必要なものとす

る。なお、事業管理で発生する雑務的経費については、具体的な経費を積み上げた形で計上

できるものに限って認めるものする。 

 

６ 契約期間 

契約締結の日から令和６年２月２９日（木）まで 

 

７ その他留意事項 

（１）経費 

本業務の経費は原則として甲からの委託料により賄うこと。ただし、本業務における

受講料等、甲が認める場合は経費の財源として見込むことができる。 



なお、業務を円滑に実施するため、委託金額を超えて経費を支出する場合は、あらか

じめ甲と協議すること。 

（２）IoT デバイスの取扱 

実習で使用する IoT デバイスについては、譲渡又は貸出しにより受講者が一定期間自

社に持ち帰り使用可能にすること。 

（３）オンライン活用 

座学について、オンラインによる実施も可とする。 

（４）事業物品 

事業を実施するために必要な機器・備品については、レンタル・リースを原則とし、

特別に理由のある場合を除き、購入は認めない。ただし、甲からの委託料以外を原資と

しての購入はこの限りでない。 

（５）成果品の帰属 

委託により作成された成果品に関する全ての権利は、甲に帰属する。ただし、甲から

の委託料以外を原資として作成された成果品に関してはこの限りでない。 

（６）秘密の保持 

①本業務に関し、乙が甲から受領又は閲覧した資料等は、甲の了解なく公表又は使用し

てはならない。  

②乙は、本業務で知り得た業務上の秘密を保持しなければならない。 

（７）個人情報の保護 

乙は、本業務を履行する上で個人情報を取り扱う場合は、個人情報の保護に関する法

律（平成一五年五月三十日法律第五十七号）、群馬県個人情報保護条例（平成十二年六月

十四日条例第八十五号）等の関係法令を遵守しなければならない。 

（８）再委託の制限 

乙は、業務の一部を第三者に委託することができる。その場合は、再委託先ごとの業務

の内容、再委託先の概要について甲に協議し、了解を得なければならない。 

（９）その他 

①本事業を実施するにあたり、法令、国・県の会計、財務規定に従った処理を行わなけ

ればならない。 

②甲乙両者は真義を重んじ、誠実に本契約を履行しなければならない。また、業務の遂

行にあたり、変更の必要又は疑義が生じた場合には、その都度遅滞なく甲乙協議し、

乙は甲の指示に従わなければならない。 


